
 

平成３０年度の実施状況と今後の取組について 

 

１．教育・保育の確保状況について 

 

〔待機児童の発生状況〕 

  本県の保育所等における待機児童の発生状況は、平成３０年１０月１日現在、８市５

町で４３４人となり、昨年同期に比べて１８人減少しました。 

 

待機児童の発生状況（Ｈ29 年度とＨ30 年度の比較）          単位：人 

市町 H29.4.1 H29.10.1 H30.4.1 H30.10.1 4 月増減 10 月増減 

津市 ０  ９９  ０  ８３  ０  △ １６  

四日市市 ５４  １３２  ３３  １４０  △ ２１  ８  

松阪市 ０  ８２  ０  ７１  ０  △ １１  

鈴鹿市 ０  ４  ０  ４  ０  ０  

名張市 ８  ７８  １９  ６８  １１  △ １０  

亀山市 ６  ２１  ３  １５  △  ３  △  ６  

熊野市 ５  ０  ０  １０  △  ５  １０  

伊賀市 ３  １２  ０  ７  △  ３  △  ５  

東員町 ０  ０  ０  ４  ０  ４  

菰野町 ２４  １５  ２２  ２１  △  ２  ６  

朝日町 ０  ２  ０  ０  ０  △  ２  

川越町 ０  ０  ０  １  ０  １  

明和町 ０  ７  ３  ６  ３  △  １  

度会町 ０  ０  ０  ４  ０  ４  

計 １００  ４５２  ８０  ４３４  △ ２０  △ １８  

 

  

資料 １ 



  待機児童数を年齢別にみると、０歳児が５４．２％、１，２歳児が４５．６％を占め

ており、待機児童のほとんどが低年齢児（０～２歳児）であることがわかります。 

 

年齢別待機児童数（平成３０年１０月１日）         単位：人 

市町 0 才児 1,2 歳児 3～5 歳児 計 

津市 ５１  ３２  ０  ８３  

四日市市 ５６  ８３  １  １４０  

松阪市 ５０  ２１  ０  ７１  

鈴鹿市 ３  １  ０  ４  

名張市 ３３  ３５  ０  ６８  

亀山市 １５  ０  ０  １５  

熊野市 １０  ０  ０  １０  

伊賀市 ４  ３  ０  ７  

東員町 ３  １  ０  ４  

菰野町 ０  ２１  ０  ２１  

川越町 １  ０  ０  １  

明和町 ５  １  ０  ６  

度会町 ４  ０  ０  ４  

計 ２３５  １９８  １  ４３４  

全体に占める割合 
５４．２％ ４５．６％ 

 ０．２％  
９９．８％ 

 

  また、申込児童数は、全体としては、昨年同期に比べて１５０人増加しています。 

申込児童数を年齢別にみると、３～５歳児は３７１名減少している反面、０～２歳児

は５２１名増加しています。 

 

申込児童数の推移                                                単位：人 

 0 才児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4,5 歳児 合計 

29 年 10 月 1 日現在 A 3,090  6,212  7,271  8,492  17,071  42,136  

30 年 10 月 1 日現在 B 3,123  6,309  7,662  8,369  16,823  42,286  

Ｂ - Ａ 
33  97  391  △ 123  △ 248  

150  
521 △ 371 

 

  次に、０～２歳児の保育所等利用率は、次頁の表のとおり、平成３０年１０月 1 日現

在、３９．５％となっており、昨年同期に比べて１．４％上昇しています。 

各市町においては、このような傾向をふまえ、地域の実情に応じて低年齢児の保育基

盤の強化を検討していく必要があります。 

  県としては、幼児教育・保育の無償化等の国の動向も踏まえ、各市町において必要な

保育基盤の整備が行えるよう、認定こども園や保育所、地域型保育事業の創設等を支援



するとともに、保育士・保育所支援センター事業を充実して、人材の確保に努めていき

ます。 

 

０～２歳児の保育所等利用率（平成３０年１０月１日）         単位：人 

市町 
0～2 歳児保
育所等利用
児童数 (A) 

0 歳人口 
(B) 

1 歳人口 
(C) 

2 歳人口 
(D) 

保育所等 
利用率 

A/(B+C+D) 

0～2 歳児 
待機 
児童数 

津市 ２，５７４  ２，０３４  ２，０８４  ２，１６６  ４５．４  ８３  

四日市市 ２，１６１  ２，３４６  ２，３９８  ２，５１３  ３６．７  １３９  

伊勢市 １，１２７  ８３３  ８０４  ９２２  ４７．３  ０  

松阪市 １，６７０  １，１６７  １，２０１  １，２７８  ４９．６  ７１  

桑名市 １，０５５  １，０７７  １，０９２  １，１９９  ３２．０  ０  

鈴鹿市 １，９３９  １，５０７  １，５３０  １，６６２  ４１．７  ４  

名張市 ７２９  ５０６  ５６７  ５６６  ４８．６  ６８  

尾鷲市 １５２  ７０  ８８  ７０  ６６．７  ０  

亀山市 ４６９  ４００  ４１０  ４３７  ４２．７  １５  

鳥羽市 １７５  ９８  ９７  １１９  ５５．７  ０  

熊野市 １３２  ８７  ９６  ９８  ５０．５  １０  

いなべ市 ３６１  ２７８  ３５８  ３４２  ３８．３  ０  

志摩市 ３８７  ２１２  ２４６  ２５４  ５４．６  ０  

伊賀市 ８８２  ５６２  ６０４  ６０９  ５３．９  ７  

木曽岬町 ３０  ２９  ２８  ３７  ３１．９  ０  

東員町 １９０  １９９  １９９  ２２２  ３２．７  ４  

菰野町 ３２６  ３４０  ３５５  ３８９  ３２．０  ２１  

朝日町 ９１  １００  １０８  １１３  ２８．３  ０  

川越町 １２１  １８０  １６８  １３１  ２５．５  １  

多気町 １６３  ８９  ９９  １０７  ５５．３  ０  

明和町 ２７０  １９０  ２１４  １８９  ４６．５  ６  

大台町 ７９  ４０  ５２  ５６  ５３．４  ０  

玉城町 １６０  １２１  １３８  １３８  ４０．３  ０  

度会町 ７９  ４６  ４６  ５３  ５７．２  ４  

大紀町 ５１  ２５  １９  ４０  ６０．７  ０  

南伊勢町 ７５  ３０  ３９  ５０  ６３．０  ０  

紀北町 １３５  ６５  ５６  ６８  ７１．４  ０  

御浜町 ７２  ４５  ４０  ６０  ４９．７  ０  

紀宝町 １１６  ７７  ７２  ９０  ４８．５  ０  

計 １５，７７１  １２，７５３  １３，２０８  １３，９７８  ３９．５  ４３３  

参考) H２９同期 １５，４４５  １２，８７２  １３，９３４  １３，７８５  ３８．１  ４４３  

※0～2歳児の保育所等利用率＝0～2 歳児保育所等利用児童数÷0～2歳児人口 

※出典：0～2歳児人口は「三重県の人口－三重県月別人口調査結果（平成 30 年 10 月 1 日現在）」より 



〔認定こども園、保育所の整備状況〕 

  私立の施設で国または県の補助金を活用し、平成３０年度中に完成及び完成予定の施

設は１２施設あり、１号認定（教育）は４２４名定員が減少したものの、２号・３号認

定（保育）は８１０名の定員増となり、全体では３８６名の増加となります。 

また、定員の増減を伴わない大規模修繕等については、３施設が実施しています。 

 

 定員の増減を伴う施設の整備状況（平成３０年度） 

市町 種別 整備区分 定員増減 

津市 認定こども園 増改築 １号  ６名増  ２・３号  １２名増 

津市 認定こども園 創設・大規模修繕 １号 ７０名減  ２・３号  ７３名増 

四日市市 保育所 創設 ２・３号  ９０名増 

四日市市 保育所 創設 ２・３号 １２０名増 

四日市市 保育所 創設 ２・３号  ６０名増 

伊勢市 認定こども園 創設・大規模修繕 １号１７５名減  ２・３号 １０２名増 

伊勢市 認定こども園 創設・大規模修繕 １号１７０名減  ２・３号  ７３名増 

松阪市 保育所 増改築 ２・３号  ４０名増 

桑名市 認定こども園 増改築 １号 １５名増  ２・３号  １０名増 

名張市 認定こども園 増改築 １号 １５名増  ２・３号  ３５名増 

名張市 認定こども園 創設・改築 １号 ７５名減  ２・３号  ７５名増 

明和町 認定こども園 創設 １号 ３０名増  ２・３号 １２０名増 

計 １２施設  １号４２４名減  ２・３号 ８１０名増 

 

 定員の増減を伴わない施設の整備状況（平成３０年度） 

市町 種別 整備区分 整備数 

桑名市 認定こども園 防音壁整備 １施設 

鈴鹿市 保育所 改築 １施設 

いなべ市 保育所 大規模修繕 １施設 

計   ３施設 

 



２．地域子ども・子育て支援事業について 

 

地域子ども・子育て支援事業のうち、三重県が重点的な取組として推進する「病児保

育事業等」、「放課後児童クラブ」についての実施状況は以下のとおりとなります。 

なお、整備施設数については、県又は国の補助金を活用して整備を行う施設の数を示

しています。 

 

〔平成 30 年度の実施状況〕 

（１）病児・病後児保育施設 ２施設 創設 

四日市市 しもの病児保育室          （定員３名 創設） 

鈴鹿市  鈴鹿市立西条保育所         （定員６名 創設） 

 

（２）放課後児童クラブ   ６施設 創設、改築、大規模修繕等 の整備を実施 

【創設、改築】３施設 

津市   観音寺地区放課後児童クラブ     （定員５名増） 

伊勢市  なないろ学童クラブ         （定員 11 名増） 

亀山市  昼生小学校区放課後児童クラブ    （定員 20 名 創設） 

  【大規模修繕】３施設  

津市   新町地区放課後児童クラブ室     （定員 30 名増） 

一志東地区放課後児童クラブ室    （定員 48 名増） 

伊賀市  柘植放課後児童クラブ        （定員 10 名増） 

 

〔平成 31 年度の取組方向〕平成 31 年度に整備予定の施設 

（１）病児・病後児保育施設 １施設 創設（平成 30 年度からの継続事業） 

鈴鹿市  鈴鹿市立西条保育所         （定員６名 創設） 

 

（２）放課後児童クラブ   10 施設 創設、改築、増改築、大規模修繕等 を予定 

【創設、改築、増改築】５施設 

松阪市  小野江小学校区放課後児童クラブ施設 （定員９名増） 

名張市  名張小学校区放課後児童クラブ３   （定員 10 名増） 

亀山市  亀山南小学校区放課後児童クラブ   （定員 20 名増） 

いなべ市  笠間放課後児童クラブ室 

東員町  第２神田学童保育所         （定員 40 名 創設） 

【大規模修繕】５施設 

津市  大里地区放課後児童クラブ      （定員 18 名増） 

上野放課後児童クラブ室       （定員 10 名増） 

北立誠地区放課後児童クラブ室    （定員 30 名増） 

松阪市  射和小学校区放課後児童クラブ室   （定員 14 名増） 

伊賀市  新居放課後児童クラブ        （定員 15 名増） 



  



３．人材の確保、質の向上等について 

 

〔平成３０年度の実施状況〕 

今年度、県が実施している人材の確保、質の向上等に関する各種事業については、以

下のとおりとなります。 

実施事業 実施状況 

１．保育士・保育所支援センター事業 

 ・潜在保育士復帰支援のための就労相談、就労

支援 

 

 ・新任保育士就業継続支援研修 

 ・管理者、経営者マネジメント研修 

 ・潜在保育士就労等意識調査事業 

 

ハローワーク等と連携した「保育のお仕事

相談会」の回数 ７０回、専門相談員による

就労相談件数 ４４件 （１月末現在） 

２会場  修了者 １８０名 

４会場  受講者 １７４名 

別紙「報告書」のとおり 

２．保育士等キャリアアップ研修 

  ①乳児保育 

  ②幼児教育 

  ③障がい児保育 

  ④食育・アレルギー対応 

  ⑤保健衛生・安全対策 

  ⑥保護者支援・子育て支援 

  ⑦マネジメント 

  ⑧保育実践 

 

３会場 修了者 ４５５名（予定） 

２会場 修了者 ２８７名 

２会場 修了者 ２１８名（予定） 

２会場 修了者 ２９８名（予定） 

２会場 修了者 ２３４名 

２会場 修了者 ２５８名 

２会場 修了者 ２８０名（予定） 

３会場 修了者 ２７７名 

 上記１の新任保育士就業継続支援研修を

含む 

３．子育て支援員研修 

 ・地域保育コース（地域型保育） 

 ・放課後児童コース 

 

１会場  修了者４２名（予定） 

１会場  修了者３２名 

４．放課後児童支援員認定資格研修 ３会場３回  修了者３００名（予定） 

５．人権保育専門研修 

  ①障がい児共生保育 

  ②一人ひとりを大切にする人権保育の実践 

  ③人権の視点からみた造形活動 

  ④人権保育から保護者支援を考える 

  ⑤子どもの貧困と子育て支援 

  ⑥多様な性を考える 

  ⑦これからの多文化共生保育に求められること 

  ⑧家庭支援推進保育士向け連続講座 

 

３会場  受講者  ７２名 

４会場  受講者  ８５名 

３会場  受講者 １００名 

３会場  受講者  ７２名 

３会場  受講者  ５７名 

３会場  受講者  ５３名 

３会場  受講者  ５４名 

３回    受講者 １２２名 

６．公立幼稚園等新規採用教員研修 

  幼稚園等中堅教諭等資質向上研修 

受講者 ２４名 

受講者 １２名 



７．乳幼児教育研修 

  ①絵本の読み方、選び方、楽しみ方 

  ②児童虐待の現状と保育者の役割 

  ③０・１・２歳児からの発達と学び 

 

受講者 １６３名 

受講者  ６３名 

受講者 １７９名 

８．乳幼児教育関連講座 

  ①子どもの発達と心の理解 

  ②教育相談の基礎１ 

  ③教育相談の基礎２ 

  ④教育相談のエッセンス 

  ⑤思春期臨床を考える 

  ⑥子どもたちの人間関係の理解 

  ⑦学校で活かす心理臨床の知恵 

  ⑧描画表現の体験をとおした子どもの心の理解 

  ⑨「ちがい」を認め合う人権教育 

  ⑩特別支援教育基礎講座 

  ⑪生徒指導 

－自分と仲間を大切にする子を育てる指導－ 

  ⑫育てよう！トラブルを回避できる力 

  ⑬学校でできる未来づくり 

－森林環境教育を学校で－ 

 

受講者 １１名 

受講者 １５名 

受講者  ７名 

受講者  ０名 

受講者  １名 

受講者  ５名 

受講者  １名 

受講者  ７名 

受講者  ８名 

受講者  ６名 

受講者  ０名 

 

受講者  ６名 

受講者  ４名 

９．私立幼稚園研修等事業費補助金 三重県私立幼稚園・認定こども園協会が実

施する研修事業等について補助を実施。 

私立の幼稚園教諭・保育教諭の新規採用

教員研修会など 

１０事業 ３６分野  

参加者 １，８５７名（予定） 

１０．保育士修学資金貸付事業 平成２９年度からの継続 ２９名 

平成３０年度新規     ３０名 

平成３１年度貸出予約  ３０名 

１１．潜在保育士就職支援準備金貸付事業 平成３０年度 ３名（予定） 

１２．三重県国公立幼稚園・こども園長会、 

公益社団法人全国幼児教育研究協会 

三重支部合同研修会 

① 気になる子と言わない保育：どの子に

も、楽しかったの毎日を 

② 子どもの遊びは学びの始まり 

 受講者 ２５３名 

１３．三重県幼稚園カリキュラム委員会集中研 

修会（三重県国公立幼稚園・こども園長会） 

 一人一人の幼児に豊かでたくましく生きる

力の基礎を育む 

 受講者 １９６名 

  ※６・７・８は県教育委員会主催 

   １２・１３は三重県国公立幼稚園・こども園長会主催 

 



〔平成３１年度の取組方向〕 

（１）研修事業について 

   今年度から、保育現場におけるリーダー的職員の専門性の向上を図り、かつ、賃金

等の処遇改善につながる「保育士等キャリアアップ」研修を実施していますが、平成

３１年度は引続き８分野計２，３５０名の定員で研修を実施しますが、受講者の利便

性を考慮し、受講会場を県内各地に分散して実施する予定です。 

また、申請のあった指定保育士養成施設等に対する指定も併せて実施し、保育士等

のキャリアアップ・処遇改善につなげていきます。 

 

   放課後児童支援員認定資格研修、子育て支援員研修及び人権保育専門研修について

は、今年度と同様に引続き実施し、放課後児童クラブにおける放課後児童支援員資格

所有者の配置を進めるとともに、専門研修により保育の質の向上を進めていきます。 

 

   平成３１年度新規事業としては、放課後児童支援員の資質向上研修を県内１ヶ所で

実施する予定です。この研修は放課後児童支援員の資質向上を図るとともに、保育士

等キャリアアップ研修と同様に、放課後児童支援員の処遇改善につなげることができ

ます。 

 

   その他の研修についても、引続き、三重県及び三重県教育委員会が連携して、子ど

もたちを取り巻く現状や現場のニーズに合わせて、適切な研修を実施していきます。 

 

（２）人材確保事業について 

 保育士の確保は、待機児童の解消、保育士の処遇改善及び質の向上を進めるうえで

喫緊の課題ですが、今年度実施した「潜在保育士就労等意識調査事業」の結果を踏ま

え、国が構築した処遇改善の取組を進めるほか、新たに以下の 3 事業を実施し、人材

確保を図ります。 

 

① みえの保育所情報発信事業 

     保育士・保育所支援センターにおいて、ハローワークなどの求人情報ではわか

らない、各保育所等の労働環境や独自の働きやすい職場づくりに関する取組を紹

介する仕組みを構築し、保育の仕事に興味のある方が求める、きめ細かで魅力あ

る情報を発信していきます。 

 

② 保育園でのホイクボス推進事業 

     保育現場の実情に精通した専門家とも連携し、県内の保育所３ヶ所に対し、定

期的にアドバイザーを派遣し、業務改善など具体的な労働環境の改善を進めて、

各保育所にあったイクボス（ホイクボス）の推進を図る取組を実施するとともに、

取組の過程で得られた課題やノウハウを広く共有し、県全体にホイクボスの普及

拡大を図ります。 

 



③ 保育体制強化事業 

 保育所等が働きやすい職場となるため、地域の多様な人材を保育支援者として

保育周辺業務（清掃業務、給食の配膳、寝具の準備や片付けなど）に活用し、保

育士の負担を軽減することにより、保育士の就業継続及び離職防止を図ります。 

 実施の要望があった３市の４２施設に対し、補助を行う予定です。 

 

 

 また、現在実施中の保育士修学資金貸付事業、潜在保育士の就職支援準備金貸付事

業については、保育現場における保育士確保のニーズが引続き重要な課題であること

から、事業を２年延長し、平成３４年度まで新規貸付を行う予定です。 

 



４．保幼小の連携について 

 

〔小学校教育への円滑な接続に向けた取組の推進〕 

  三重県の子どもたちが発達段階に応じ、切れ目なく体系的に必要な資質・能力を育む

ため、接続期（５歳児後半から１年生７月）における保育・教育活動、指導の工夫など

をまとめた「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」を平成 29 年度に作成しました。 

  今年度は県内の全幼稚園、保育所、認定こども園、小学校、各自治体あてに手引きを

配布し、４つの園で実践研究を行いました。 

  ※詳細は別紙１のとおり  

 

〔保幼小の交流について〕 

小学校への円滑な接続につながる取組の一つとして、幼稚園、認定こども園、保育所

の児童が小学生との体験的な交流を行うことを推奨しています。 

「みえ県民力ビジョン 第二次行動計画」の中では、平成 31 年度末に全ての園で複数

回の交流が実施されることを目標としています。 

公立幼稚園では多くの園で複数回の交流が行われていますが、私立の幼稚園や保育所

では、卒園後に入学する小学校が分かれるなどの事情もあり、交流が進んでいないのが

現状です。 

今後とも、教育委員会と連携しながら様々な機会をとらえて、取組が推進されるよう

支援していきます。 

 

小学校との交流を行った幼稚園等（H29 年度） 

 複数回交流 １回のみ交流 計（１回以上交流） 

公立幼稚園 
141 園中 123 園 

 87.2％ 

141 園中 17 園 

 12.1％ 

141 園中 140 園 

 99.3％ 

私立幼稚園 
52 園中 15 園 

 28.8％ 

52 園中 16 園 

 30.8％ 

52 園中 31 園 

59.6％ 

私立・公立 

認定こども園 

27 園中 12 園 

44.4％ 

27 園中 9園 

 33.3％ 

27 園中 21 園 

77.8％ 

私立・公立 

保育所 

383 園中 200 園 

 52.2％ 

383 園中 98 園 

 25.6％ 

383 園中 298 園 

 77.8％ 

計 
603 園中 350 園 

58.0％ 

603 園中 140 園 

23.2％ 

603 園中 490 園 

81.3％ 

 

 

 

 



 

〔就学前の子ども向け生活習慣チェックシートの活用について〕 

３歳～５歳児を対象に、就学前の生活習慣チェックシートを幼稚園等に配布し（注）、

取組結果の共有や取組方法、好事例の紹介など、家庭と連携した生活習慣等の確立が図

られるよう支援しました。 

（注）年３回実施 １回目は紙ベースで配布 ２・３回目は web ページからダウンロードなど 

実施後のアンケートでは「保護者、児童ともに生活習慣の見直しに役立った」、「家庭

での様子がよく判り、保護者との会話にもつながった」など、多くの好意的なご意見を

いただいていますが、実施方法、時期などについては、今後検討が必要であると考えて

います。 

  ※「生活習慣チェックシートの家庭・園等における活用状況」及び「生活習慣チェッ

クシート」は別紙２参照 

 

 



別紙１ 

幼児教育に係る取組について ～子ども子育て会議資料～ 

三重県教育委員会事務局 

小中学校教育課 

 

～幼児教育に係る、三重県の現状と課題～ 

①幼児期における教育は、子どもたちの心身の健やかな成長を促す上で、極めて大切な時期

であることから、幼稚園・認定こども園・保育所が家庭・地域と連携・協力し、就学前教

育の充実を図っていくことが求められています。また、子ども・子育て支援新制度の実施

により、幼稚園・認定こども園・保育所の教育･保育施設には、質の高い教育･保育の提供、

子育て支援の拠点としての機能等の一層の充実が期待されています。 

②小１プロブレム等の就学に伴うさまざまな課題があることから、幼児教育から小学校教

育への円滑な接続がなされるよう、幼稚園・認定こども園・保育所と小学校が連携して取

り組む必要があります。 

③多様な幼児教育のニーズに応えるため、幼稚園教諭・保育教諭・保育士の資質向上が求め

られています。 

④健全な社会を築くために、幼児期から規範意識を培うことが大切です。そのため、幼稚園・

認定こども園・保育所が、家庭・地域と連携して課題の解決に向けた取組を積極的に行う

ことが必要です。 

（三重県教育ビジョンから） 

 

 

昨年度の県の取組 

１．「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の作成 

○ねらい 

・保幼小の教職員が円滑な接続に資する保育・教育活動を適切に行うことを目的に、幼稚

園等と小学校の特徴・違いや円滑な接続のためのポイント、保育・教育活動、指導の工

夫例などを盛り込んで作成。 

・本手引きの活用を通じ、三重県の子どもたちの発達段階に応じ、切れ目なく体系的に必

要な資質・能力が育まれることを目指す。 

 ○概要 

・４つのポイント 

ポイント１：幼児教育と小学校教育の特徴や違いを理解する 

ポイント２：「接続期に育みたい子どもの姿」を設定・共有する 

ポイント３：円滑な接続を意識してカリキュラムを作成する 

ポイント４：カリキュラムをもとに保育・教育活動、幼児児童の交流を進めるとともに、

見直し・引き継ぎを行う 
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園等でうまくいっていたこと、困っているときの対処の方法などを小学校と共有するこ

とは、子どもたちの安心や成長につながる。 

 ①特別な支援を必要とする子どもを支える体制づくりの必要性 

②関係機関等との連携の必要性 

 

 

今年度の県の取組 

１．「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の配付と周知 

○配付先 

  県内全幼稚園、保育所、認定こども園、小学校、各自治体 

 ○周知先 

  第１回公立小中学校等校長研修会、三重県国公立幼稚園・こども園長会総会、三重県私

立幼稚園・認定こども園協会総会、三重県幼児教育カリキュラム委員会、三重県乳幼児

研修など。 

 

２．幼児教育推進事業 

事業の目的とねらい 

子どもたちの自己肯定感ややり抜く力などを高める効果的な指導方法や保幼小に係

る連携について、学識経験者と連携しながら研究を進め、成果の普及を図る。   

 

実践研究園 テーマ 学識経験者 

東員町立 

笹尾東幼稚園 

やり抜く力と生活習慣と接続期の課題 

 

鈴鹿大学こども教育学部 

田口 鉄久教授 

鈴鹿市立 

椿幼稚園 

思考力の芽生えと生活習慣と接続期の

課題 

三重大学教育学部  

富田 昌平教授 

津市立 

巽ヶ丘幼稚園 

命の大切さと生活習慣と接続期の課題 

 

三重大学教育学部  

富田 昌平教授 

松阪市立 

豊地幼稚園 

自己肯定感と生活習慣と接続期の課題 

 

ユマニテク短期大学 

山野 栄子准教授 

 

３．乳幼児研修 

８月 ９日（木）「児童虐待の現状と保育者の役割」 

         講師：県内児童相談所職員 

         受講者数：６２名 

（ 幼稚園教諭３２、保育教諭９、保育士２０、小学校教諭１） 

８月２８日（火）「０・１・２歳児からの発達と学び」 
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         講師：三重大学教育学部教授 富田昌平様 

         受講者数：１７９名 

（ 幼稚園教諭１１２、保育教諭３２、保育士３３、小学校教諭２） 

１２月２５日（火）「絵本の読み方、選び方、楽しみ方」 

         講師：絵本あれこれ研究家 加藤 啓子様 

         受講者数：１６３名 

（ 幼稚園教諭１０７、保育教諭３１、保育士２２、小学校教諭１、 

特別支援学校教諭２） 

 

 

～平成３０年度の成果と課題～ 

 幼児教育推進事業において、４つの市町の実践研究幼稚園では、学識経験者からの指導助

言のもと、テーマに沿った実践研究が進んでいる。就学前教育の質的向上を図るため、今年

度は、園での保育実践を学識経験者に参観いただき、専門的な見地から、その実践に対して

直接的な指導助言を受ける機会を設けることができた。次年度は、今年度のような効果的な

保育の実践事例を市町内の他の園・所に広げたり、保幼小や家庭・地域との連携を進めるた

めの研修会を開催したりするなど、市町として幼児教育推進に向けての手立てを確立する

ため支援をしていく必要がある。 

また、今年度「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」を県内全域に配付し、保幼小

接続のための一つの指針として示すことができた。一方で、この「手引き」について、更な

る活用について周知するとともに効果的な活用事例を紹介することや、小学校へのアプロ

ーチをどのように進めるかなど、引き続き保幼小の円滑な接続を図るため、取組を進めるこ

とが必要である。 

 

 

平成３１年度の県の取組 

１．就学前教育の質向上事業 

 就学前教育の専門家を市町に派遣し、効果的な指導方法や保幼小の円滑な接続について

研修会や公開保育等で指導・助言を行うことを通じて、市町における就学前教育の質の向上

に係る取組を支援。 

 

２．「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の改訂と配付 

 今年度の取組事例を追記し、実践事例の普及を図ります。手引きの内容を、具体的にどの

ように実践すると効果的であるかを県内に広めます。 

 











 

認定こども園の設置状況と幼保連携型認定こども園の認可手続きについて 

 

１．認定こども園の設置状況 

  三重県子ども・子育て支援事業支援計画における、認定こども園の目標設置数は、教

育・保育を提供する市町と、私立幼稚園の意向希望を合わせて設定しており、平成２７

年度から平成３１年度までの５年間で新たに３３施設を設置し、既存の５施設と合わせ、

平成３１年度末までに３８施設を設置することとしています。 

 

 認定こども園目標設置数及び設置数 

 

既設 

平成 

２７ 

年度 

平成 

２８ 

年度 

平成 

２９ 

年度 

平成 

３０ 

年度 

平成 

３１ 

年度 

時期 

未定 
計 

市町設置予定 及び 

私立幼稚園移行希望 

（目標設置数） 

５  ３  ５   ６  ２  ４  １３  ３８  

設置数 

 （年度内実績） ５  ３  ９  １０  １５   ４２  

 

  平成３０年度は９月末までに、幼保連携型認定こども園として１５施設の設置があり、

既存の２７施設と合わせると４２施設となり、目標設置数（２１施設）を２１施設上回

りました。 

 

平成３１年度は、今年度２回実施した認定こども園認可等部会の結果、１１の私立幼

保連携型認定こども園が認可されることとなり、公立園を合わせると、１３の幼保連携

型認定こども園が新たに設置される予定です。 

 （詳細は次頁のとおり） 

資料 2 

 



私立

現在の状況

認可定員

１号認定
子ども計

１号認定
子ども計

３歳児 ４歳児 ５歳児
１号認定
子ども計

３～５歳児

２・３号認定
子ども計

２・３号認定
子ども計

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児
２・３号認定
子ども計

０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

6 2 2 2 6 6

90 102 9 15 18 20 20 20 102 9 33 60

280 210 80 65 65 210 210

73 6 10 12 15 15 15 73 6 22 45

15 5 5 5 15 15

90 90 3 12 15 20 20 20 90 3 27 60

210 35 11 12 12 35 35

102 6 12 21 21 21 21 102 6 33 63

200 30 10 10 10 30 30

73 3 10 15 15 15 15 73 3 25 45

15 5 5 5 15 15

100 103 7 8 22 22 22 22 80 3 14 63

15 5 5 5 15 15

120 120 5 10 15 30 30 30 120 5 25 90

240 165 55 55 55 165 165

75 0 0 15 20 20 20 75 0 15 60

15 5 5 5 15 15

150 135 12 24 24 25 25 25 135 12 48 75

15 5 5 5 15 15

120 110 12 18 20 20 20 20 110 12 38 60

30 10 10 10 30 30

120 9 12 24 25 25 25 120 9 36 75

公立

現在の状況

認可定員

１号認定
子ども計

１号認定
子ども計

３歳児 ４歳児 ５歳児
１号認定
子ども計

３～５歳児

２・３号認定
子ども計

２・３号認定
子ども計

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児
２・３号認定
子ども計

０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

100 90 30 30 30 90 120

140 155 12 25 28 30 30 30 105 12 33 60

60 60 20 20 20 60 60

110 80 6 12 18 14 15 15 80 6 30 44

1 幼保連携型 津市 津市立一志こども園
高野保育園
高岡幼稚園

2 幼保連携型 木曽岬町 木曽岬町立木曽岬こども園
木曽岬保育園
木曽岬幼稚園

No 類型 市町名
認可申請園名
（仮称含む）

現園名

認可定員（予定） 利用定員（予定）

認可定員（予定） 利用定員（予定）

9 名張市 みはた虹の丘こども園 みはた虹の丘保育園

8 名張市
認定こども園

つつじが丘幼稚園
つつじが丘幼稚園

7 桑名市
認定こども園
ゆい保育園

ゆい保育園幼保連携型

幼保連携型

幼保連携型

5 伊勢市 中島こども園 中島幼稚園

6

1 津市
幼保連携型認定こども園

すぎのこ保育園
すぎのこ保育園幼保連携型

幼保連携型

幼保連携型

桑名市 耕逸山 たどこども園 多度保育園

4 伊勢市 めいりんこども園 明倫幼稚園幼保連携型

幼保連携型

幼保連携型

２．平成３１年度開設予定認定こども園の認可定員等

No 市町名
認可申請園名
（仮称含む）

現園名類型

10

11

亀山市
幼保連携型認定こども園

亀山愛児園
亀山愛児園

明和町
認定こども園

第２明和ゆたか園
名張よさみ幼稚園

幼保連携型

幼保連携型

3 津市 ゆたか認定こども園 ゆたか保育園

2 津市 津こども園 津幼稚園
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三重県潜在保育士就労等意識調査について 

     

三重県子ども・福祉部少子化対策課  

 

１．調査の概要 

 ①目的 

 待機児童の解消に向けて、保育人材確保が喫緊の課題とされている中、保育士資格

を有する方で、現在保育現場で働かれていない方（潜在保育士）を対象に、就労への

思いや復帰にあたり希望する条件などについて調査することで、有効な保育人材確保

対策を構築することを目的としています。 

 

 ②調査実施機関（委託先） 

   社会福祉法人 三重県社会福祉協議会 

   三重県保育士・保育所支援センター 

 

 ③調査対象 

  三重県における保育士登録者（23,079 名：H30.2 月現在）のうち、潜在保育士と推

定される 24 歳～65 歳の方（11,476 名） 

 

 ④回収結果 

   配布数（9,593 件） 回収数（1,965 件） 回収率（20.5％） 

   ※配布数は転居先不明等で返送された件数を差し引いています 

 

２．調査結果概要 

①保育士としての就労期間 

  約半数の方が７年未満で離職していました。 

  保育士確保のためには、退職理由などを分析し早期離職の防止を図る必要があります。 

通算就

労期間 

1 年未満～3 年 3 年～7 年 7 年～12 年 12 年～30 年 30 年以上 

割合 21.4％ 25.1％ 18.0％ 15.9％ 17.7％ 

 

②保育所の退職理由 

保育士を離職した理由としては、「労働条件の不満」や「妊娠・出産・子育て」の項

目が多くを占めました。特に、労働条件の内容としては「賃金」と回答した方が半数

以上を占めており、保育士の処遇改善が重要な取組であることが改めて判りました。                  

（上位３項目：複数回答） 
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退職理由 労働条件の不満 妊娠・出産・子育て 結婚 

割合 24.2％ 23.8％ 21.7％ 

 

労働条件の不満の理由 賃金 残業 休暇 

割合 59.3％ 41.6％ 35.8％ 

 

③今後の保育士としての就労希望 

  約 6 割（1,169 人）の方が、今後保育士として就労する可能性があると回答してい

ます。 

  このうち、約 430 人の方が就職・再就職に向けての案内や求人情報、研修会の情報

等を希望するとして、連絡先の登録をしていただきましたので、今後の取組に活用し

ていきます。 

就労希望 保育士として 

働きたい 

保育士として 

働くことも考えられる 

保育士として 

働くことはない 

割合 6.6％ 53.0％ 37.8％ 

 

 ④就職・再就職する際に希望する条件や不安要素 

   保育士として就職・再就職をするにあたって希望する条件としては、「就業時間が

自分の条件に合う」が最も多く、次いで給与以外の「労働条件・労働環境がよい」、

「給与がよい」の順となりました。 

  また、保育士として復帰するにあたっての不安要素としても、「勤務時間」の回答

数が「賃金」を上回っています。 

  このことから、保育士を確保するためには、勤務時間や休暇の取りやすさ、時間外

労働の制限など、ライフスタイルに応じた働きやすい環境を整えることが第一の課題

であると考えられます。 

  同じく、育児休暇の延長や短時間勤務措置などの取組を進めることで、「妊娠・出

産・子育て」を理由として離職する保育士を減らすことにつながると考えます。 

                      （上位 3 項目：複数回答） 

希望する条件 就業時間が自分 

の条件に合う 

労働条件・労働環境 

がよい 
給与がよい 

割合 74.0％ 66.6％ 55.9％ 

                         （上位 5 項目：複数回答） 

不安要素 勤務時間 賃金 人間関係 家庭との両立 雇用条件 

割合 56.0％ 48.9％ 42.7％ 41.2％ 40.2％ 
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希望する働き方                  （主なもの：複数回答） 

雇用形態 パート 

非常勤職員等 

正規職員   

割合 75.3％ 18.6％   

勤務形態 週 3～4 日 週 5 日 週 1～2 日  

割合 46.3％ 34.4％ 9.8％  

勤務時間 5～7 時間 2～4 時間 ８時間  

割合 37.3％ 27.6％ 24.6％  

勤務時間帯 9 時～12 時 8 時～17 時 12 時～14 時 14 時～17 時 

割合 56.0％ 45.0％ 42.4％ 21.0％ 

 

⑤三重県保育士・保育所支援センターの認知度 

  県では平成 25 年度から委託事業として、三重県社会福祉協議会内に保育士・保育所

支援センターを設置し、保育士確保や離職防止のための研修事業などを実施していま

す。 

  しかしながら、今回の調査で多くの方がセンターの存在を知らず、研修や相談業務

などの事業に関する情報発信について課題があることが判りました。 

  今後は、広報誌や保育士養成校、高等学校などを通じてセンターでの取組を紹介す

る機会を増やすとともに、更に事業内容を充実させていく必要があります。 

三重県保育士・保育所支援 

センターを知っているか 
今回初めて知った 知っている 

割合 84.5％ 12.4％ 

 

３．調査から見えてきた課題と今後の取組について 

子ども・子育て会議資料「３．人材の確保、質の向上等について」で記載。 



  




































